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戦争体験者の証言動画ＰＲ業務委託 

企画提案コンペ参加仕様書 

 

１ 業務目的 

県内でも戦後生まれの方の割合が９割に近づく中、実際に戦争を体験された方の生の声

を聞くことが年々困難になっていることから、戦争の記憶を次世代へつなぐ取組を強化す

ることの重要性が高まっている。こうした背景から、令和６年度に県内における戦争体験

者の証言動画を作成、令和７年度に県の平和啓発ホームページを改修し、現在、当該ホー

ムページで証言動画を公開している。 

本業務は、令和８年度にＳＮＳ等を活用した広告配信を実施することで、県の平和啓発

ホームページ（https://www.pref.mie.lg.jp/HEIWA/war.html）（以下「ＨＰ」とする。）へ

の誘導を図り、若い世代をはじめとする一人でも多くの県民の皆さまに証言動画を視聴し

ていただくことで、戦争の記憶を次世代へとつないでいくことを目的とする。 

 

２ 業務内容 

 （１）業務名 

     戦争体験者の証言動画ＰＲ業務委託 

（２）業務実施期間 

    契約締結の日から令和９年３月２３日（火） 

（３）契約上限額 

    2,228,457 円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

（４）契約者数 

    １者 

（５）業務仕様書 

    「戦争体験者の証言動画ＰＲ業務委託仕様書」のとおり 

 

３ 参加資格に関する事項 

  次に掲げる要件をすべて満たした者とします。 

（１）当該企画提案コンペに係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得

ない者でないこと。 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２

条第１項各号に掲げる者でないこと。 

（３）三重県建設工事等資格（指名）停止措置要領により資格（指名）停止を受けてい

る期間中である者でないこと。 

（４）三重県物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている期間である

者でないこと。 

（５）三重県税又は地方消費税を滞納している者でないこと。 
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４ 企画提案者の参加意思表示 

  企画提案に参加を希望する者は、次のとおり申し込みを行ってください。 

 （１）提出書類 各１部 

      ア  企画提案コンペ参加資格確認申請書（様式１） 

      イ  上記アの添付書類 

（２）提出期限 

    令和８年５月８日（金）１２時（必着） 

（３）提出方法 

    下記１８の担当部局に、郵便、民間事業者による信書便又は持参により提出して 

ください。 

    ※郵便、民間事業者による信書便の場合は必ず到着を確認してください。 

 

５ 質問の提出及び回答 

 （１）質問の受付期間 

     企画提案コンペに関する質問は、質問書（様式３）により、令和８年４月３０日 

（木）１２時（必着）までに下記１８の担当部局に電子メールで提出してください。 

     なお、電子メール送信後、電話にて受理の確認を行ってください。 

 （２）質問の内容 

     質問は、原則として、当該業務に係る条件や応募手続きに限るものとし、以下の 

項目に関する質問は受け付けることができません。 

     ・他の応募者からの提案書提出状況に関する内容 

     ・積算に関する内容 

     ・採点に関する内容 

 （３）質問に対する回答 

     質問に対する回答は、令和８年５月７日（木）１７時までに三重県ウェブサイト 

に掲載します。電話・メール等での直接回答は行いません。 

 

６ 企画提案参加者の資格審査及び結果通知 

 （１）企画提案参加者の資格審査 

     提出された「企画提案コンペ参加資格確認申請書（様式１）」等により、資格審

査を行います。 

 （２）資格審査の結果通知 

     資格審査の結果は、令和８年５月２１日（木）にすべての参加意思表示者に対し

て文書により通知します。 

 

７ 企画提案書等の提出 

 （１）企画提案書等の提出者 

     企画提案書等は、上記６（２）の資格審査の結果通知において企画提案書等の提
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出を認められた者のみ提出することができます。 

 （２）提出資料 

     企画提案書等は、「戦争体験者の証言動画ＰＲ業務委託企画提案書作成要領」に

基づいて作成し、提出してください。 

 （３）提出期間 

     参加資格決定通知を受領した日から令和８年５月２５日（月）１７時まで（必着） 

 （４）提出方法 

     下記１８の担当部局に、郵便、民間事業者による信書便又は持参により提出して 

ください。 

     ※郵便、民間事業者による信書便の場合は必ず到着を確認してください。 

 

８ 最優秀提案者の選定 

 （１）企画提案書等の審査 

     この参加仕様書に基づき提出された企画提案書等については、別に設置する「戦

争体験者の証言動画ＰＲ業務委託企画提案コンペ選定委員会」（以下「選定委員会」

という。）において、提案内容の書類審査及びプレゼンテーションを行い、見積価

格を勘案のうえ総合的に評価して最優秀提案者を選定します。 

 （２）プレゼンテーション（ヒアリング）の実施 

     選定委員会の審査にあたっては、以下のとおりプレゼンテーションを実施します。 

      ア  実施日（予定） 

          令和８年６月４日（木）  ※別途通知します。 

      イ  場所 

          三重県庁会議室もしくは周辺施設会議室  ※別途通知します。 

      ウ  時間 

          別途通知します。 

      エ  説明者 

          ３人までとします。 

      オ  その他 

          ・プレゼンテーションは事前にご提出いただく企画提案書、見積書等

のみを用いて説明してください。 

          ・企画提案書の提出が多数あった場合は、選定委員会において事前に

別紙２「戦争体験者の証言動画ＰＲ業務委託企画提案コンペ選定基

準」に基づく書類審査を行い、優秀提案者を５件程度選定したうえ

で、当該優秀提案者のみによるプレゼンテーションを実施します。 
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 （３）評価項目（配点比率） 

     以下の項目等により、企画提案内容を総合的に評価して選定します。 

なお、「ウ 企画性及び有効性」を重視した配点とします。 

      ア 的確性（１） 

        ・企画提案の内容は、業務の目的を理解し、仕様書に定める要件をすべて

満たしたうえで、目的達成のための手法及び内容が具体的に提案されて

いるか。 

イ 専門性（１） 

・業務仕様書「３ 業務の内容」を実施するにあたって、業務の目的を達

成するために必要な専門的知見や広告配信の実績を有し、それらを活か

して高い事業効果が十分期待できるか。 

ウ 企画性及び有効性（２） 

・県の平和啓発ホームページへの誘導・証言動画の視聴を促す策として、 

効果的・合理的な広告配信が提案されているか。 

・ＫＰＩは、業務の目的及びターゲット層を踏まえたもので、客観的な 

根拠に基づいた、合理的かつ効果的なものか 

      エ 業務遂行力（１） 

        ・業務の実施体制、スケジュールや工程管理は適切に計画されているか。 

オ 経費の妥当性（１） 

・費用対効果の観点から事業予算額は妥当か。見積額及び積算内訳や根拠

は適当か。 

（４）選定委員会において必要があると判断された場合は、補足資料の提出を求めること

があります。 

 （５）審査結果については、令和８年６月５日（金）（予定）に各提案者に対して文書に

より通知します。 

 

９ 無効となる提案 

次のいずれかに該当するときは、その者の参加及び提案は無効とします。 

 （１）企画提案に参加する資格がない者が提案したとき。 

 （２）提案者が本企画提案コンペに対して２以上の提案をしたとき。 

 （３）提案者が他人の提案の代理をしたとき。 

 （４）参加に際して事実に反する申込みや提案などの不正行為があったとき。 

（５）提出書類が提出期限を越えて提出されたとき。 

（６）その他、あらかじめ指示した事項に違反したとき及び提案者に求められる義務を履 

行しなかったとき。 
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10 契約方法に関する事項 

 （１）上記８により選定された最優秀提案者は、以下の資料を提出してください。 

        ア 消費税及び地方消費税についての「納税証明書（その３ 未納税額がな

いことの証明用）（有料）」（所管税務署が過去６か月以内に発行したも

の）の写し（提示可） 

       イ 三重県内に本支店又は営業所等を有する事業所にあっては、「納税確認

書（無料）」（三重県の県税事務所が過去６か月以内に発行したもの）の

写し（提示可） 

       ウ 過去３年の間に当該契約と規模をほぼ同じくする契約を締結し、当該契

約を履行した実績の有無を示す証明書 

       エ 業務スケジュール 

           ※三重県政策企画部政策企画総務課が指示した日までに提出してくだ 

さい。また、提出後に三重県と協議を行ってください。 

           

 （２）当該業務を履行できると三重県知事が判断した企画提案者であって、三重県会計規

則第６５条第３項の規定により作成された予定価格の範囲内で、最も優れた提案し

た最優秀提案者と契約条件を協議の上、契約を締結します。 

 （３）契約条項は、別に示します。 

 （４）契約保証金は、契約金額の１００分の１０以上の額とします。 

    ただし、三重県会計規則第７５条第４項各号のいずれかに該当する場合は免除しま

す。 

 （５）契約書の作成の要否  要 

 （６）契約書は２通作成し、三重県及び受注者の双方各１通を保有するものとします。 

 （７）契約書の作成に要する費用は、全て受注者の負担とします。 

 （８）契約は、三重県政策企画部政策企画総務課において行います。 

 

11 監督及び検査 

  契約条項の定めるところによります。 

 

12 契約代金の支払方法、支払場所及び支払時期 

業務委託料は、委託業務が完了し、履行確認が行われた後に支払うものとします。 

    

13 手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨に限ります。 

 

14 暴力団等排除措置要綱による契約の解除等 

  受注者が「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第

４条の規定により、「三重県物件関係落札者資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を
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受けたときは、契約を解除することができるものとします。 

 

15 不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

（１）受注者は、業務の履行にあたって「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等

排除措置要綱」に規定する暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下「暴

力団等」という。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとします。 

    ア  断固として不当介入を拒否すること。 

    イ  警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

    ウ  発注者に報告すること。 

    エ  業務の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより工程、納 

期等に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、発注者と協議を 

行うこと。 

 （２）受注者が（１）イ又はウの義務を怠ったときは、「三重県の締結する物件関係契約

からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関係落札資格停止

要綱」に基づく落札資格停止等の措置を講じます。 

 

16 障がいを理由とする差別の解消の推進 

障がいを理由とする差別の解消の推進受託者は、業務を実施するにあたり、障害を理由 

とする差別の解消の推進に関する法を順守するとともに、同法第７条第２項（合理的配 

慮の提供義務）に準じ、適切に対応するものとします。 

 

17 その他 

（１）企画提案に必要な費用は、企画提案コンペ参加者の負担となります。 

 （２）企画提案されたものは、経費見積書の中ですべて実現できるものと判断します。 

 （３）提出された全ての書類は返却しません。 

（４）提出された全ての書類は、三重県情報公開条例に基づき情報公開の対象となり 

ます。 

 （５）選考経過は公表しません。 

 （６）審査結果についての異議申立は受け付けません。 

 （７）その他必要な事項は、三重県会計規則に規定するところによります。 

 （８）企画提案の内容は、委託業者選定を目的としたものであり、当該企画提案の一部に

ついて変更する場合があります。 

 

18 担当部局（問い合わせ先） 

   〒５１４－８５７０  三重県津市広明町１３番地 

                  三重県政策企画部 政策企画総務課 企画調整班 

                  電話：059-224-2009／FAX：059-224-2069 

e-mail：seisaku@pref.mie.lg.jp 


